
 

 

 



体に反射す る人物であること」 との情報につき、原告三輪は、反対尋問において、

上石津町地内のメナー ドゴルフ場の建設反姑運動を行つてお り、その活動も、自

身の名前を出して町民への署名活動やアンケー トを行つていたこと、ハンガース

トライキを起 こしメナー ド本社で中止 を訴えていたこと、名古屋市内でビラ配布

をしていたこと、上石津町長や岐阜県議会に陳情や請願 をしていたこと、事務監

査請求や監査結果の取消訴訟、公害調停 を行い、この事実をマスコミに取 り上げ

てもらつたことがあること (三輪本人調書 13頁 から14頁 )を供述 している。

そこで、このよ うに原告三輪が、風力発電事業以外の自然を開発する事業に対

し反対運動を行 っていたことは、ゴル フ場建設反対運動における広報活動などに

よって公表 されているのであ り、「同勉強会の主催者である三輪唯夫氏や松嶋氏

が風力発電に拘 らず、自然に手を入れ る行為 自体に反対す る人物であること」は、

本人 らが公表済みの事実である。

(3)甲 1号証 8頁で、大垣警察の発言 として議事録に記載 されている 「岐阜コラボ

法律事務所 とも繋が りを持つている」 との情報 も、原告三輪は、陳述書において、

「当初か ら相談に乗つていただいていた西濃法律事務所 (現在の弁護士法人ぎふ

コラボ西濃法律事務所)の山田秀樹弁護士に依頼 し、 1994年 5月 2日 に事務

監査請求、同年 11月 4日 に上石津町の監査結果の取消請求を行いま した。 これ

以外にも、公害調停を行いま した」 (甲 第 11号証 6買の上か ら 12行 日)と 述

べてお り、反紺尋問においてはこれ らの活動について、マスコミに広報 したこと

がある (三輪本人調書 13頁から14頁)と 供述しているのであるから、これも

原告らが公表済みの情報である。

2 原告松島の供述について

(1)甲 1号証 8頁で、大垣警察の発言として議事録に記載されている「大垣市上石

津町で風力発電について学ぶ勉強会が行われた」との情報につき、原告松島は、

主尋問において、この勉強会のチラシについて、「これは新聞折 り込みで、中日

と岐阜新聞でや りました。」 (松 島本人調書 3頁)と 供述 し、中日新聞と岐阜新

聞への折 り込み広告として、この情報を公表していたことを認めている。

(2)甲 1号証 8買で、大垣警察の発言として議事録に記載されている「同勉強会の

主催者である三輪唯夫氏や松嶋氏が風力発電に拘らず、自然に手を入れる行為自

体に反対する人物であること」との情報につき、原告松島は、反対尋問において、

訴外寺町氏の主催する「くらし。しぜん 。いのちの岐阜県民ネットワーク」及び

「長良川を愛する会」にも入つていたこと、また、この「くらし。しぜん 。いの
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ちの岐阜県民ネ ッ トワーク」の活動 目標 として、自然破壊の反対や希少生物保護

運動が入つていたことを理解 していたこと、その活動内容について、冊子などで

広報 していた と思われること (松島本人調書 11頁か ら 12頁 )を供述 している。

さらに、上石津町地内のメナー ドゴルフ場建設の反射運動を行つていたことを

主尋問において認 めてお り、反対尋問においても、「連絡先 として必ず 自分の住

所 と名前を出 して」署名活動を行 つた り、 ビラ配 りをしていたこと (松 島本人調

書 10頁)を供述 している。

そこで、このように風力発電事業以外の自然を開発す る事業に姑 し反射運動を

行 っていた ことは、「くらし 。しぜ ん 。いのちの岐阜県民ネ ッ トワーク」の冊子

等 を用いた広報や、ゴルフ場建設反対運動での広報活動などによつて公表 されて

いるのであ り、「同勉強会の主催者である三輪唯夫氏や松嶋氏が風力発電に拘 ら

ず、 自然に手を入れ る行為 自体に反射す る人物であること」は、本人 らが公表済

みの事実である。

(3)甲 1号証 8頁で、大垣警禁の発言 として議事録に記載 されている 「岐阜コラボ

法律事務所 とも繋が りを持つている」 との情報、及び甲 1号証 10頁の 「松島住

職が、平成 26年度 「岐阜コラボ法律事務所友の会」の役員になつた。また、三

輪唯夫 と交代で友の会役員を行っているようである」 との情報につき、原告松島

は、主尋問において、「平成 26年度 「岐阜 コラボ法律事務所友の会」 (以 下 「友

の会」 とい う。)の役員になつた」 ことは事実であると認 め、「三輪唯夫 と交代で

友の会役員 を行 つているようである」 との情報についても、「これは交代でな く

て、上石津支部の会員がみんな順番で役員をやつてお ります」 (松 島本人調書 6

頁)と 供述 している。

なお、原告松島は、役員に関す る情報の公表について、主尋問では否定 してい

るが、反対尋問において、友の会は会員向けに会誌 を発行 していること (松 島本

人調書 11頁 )を認めている。

また、原告松島は、その会誌 に役員の交代の広報はなかつた (松 島本人調書

11頁)旨 を供述す る。

しか し、友の会は、各担当地区の役員が世話役 となって、担当地区の会員 を取

りまとめ、会員の困 りごとの相談を最初に受け、自身で処理できない場合には友

の会事務職に相談 し、さらに、友の会では対処できない問題 をぎふコラボ法律事

務所に対処 してもらうといつた活動を していると思料 され るところ、その中枢的

な役割を担 う役員の存在は必要不可欠である。
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すると、会員にとつて一番身近な相談先の各地区の担当役員が今誰であるかと

いう交代の情報は、会員の一番の関心事であり、かつ、必要不可欠な情報である

ため、そのような最重要な情報が友の会の会誌に記載されていなかつたことなど

ありえない。

そこで、友の会の会誌に役員の交代の情報が記載されていたことは明らかであ

り、少なくとも友の会の会誌に広報されているという意味で、公表された情報で

あると評価すべきである。

(4)なお、甲 1号証 10頁、 19頁、 24頁で、大垣警察の発言として議事録に記

載されている「気配がある」などの文言は、事実の適示ではなく、意見のたぐい

である。

3 原告近藤の供述について

(1)甲 1号証 9頁で、大垣警察の発言として議事録に記載されている「大垣市内に

自然破壊につながることは敏感に反対する『近藤ゆり子氏』という人物がいる」

という情報、及び甲 1号証 25買の「近藤ゆり子は、徳山ダム建設中止訴訟を起

こした張本人である」との情報につき、原告近藤は、主尋問において、「このメ

ールのところに私の署名オ関のところに、徳山ダム建設中止を求める会事務局長ブ

ログと書いてあつた」 (近藤本人調書 6頁)と 供述し、自身のブログの存在を明

らかにしているほか、自身が 「徳山ダム裁判の中心的役割を担つたのは事実で

す」 (近藤本人調書 7頁 )と 供述している。

また、原告近藤は、反対尋問においても、 1995年 12月 、「徳山ダム建設

中止を求める会」を立ち上げた際、マスコミから、計画浮上から40年 目で初め

ての反対運動として取り上げられて取材を受け、新聞報道されたことがある (近

藤本人調書 13頁 )と 供述する。

さらに、原告近藤は、徳山ダム建設中止訴訟についても、裁判の経過や結果を

含めてビラやパンフレットを作ったことがあること、活動の広報として記者会見

や報道発表をしたことがあること、このような広報に事務局長という肩書を使っ

て出て行くことがあつたこと (近藤本人調書 14頁から15頁)も供述している。

そこで、「大垣市内に自然破壊につながることは敏感に反対する『近藤ゆり子

氏』という人物がいる」という情報、及び「近藤ゆり子は、徳山ダム建設中止訴

訟を起こした張本人である」との情報は、いずれも原告近藤自らが公表した事実

である。

(2)甲 1号証 9頁 で、大垣警察の発言として議事録に記載されている「本人は、
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60歳 を過ぎているが東京大学を中退しており」との情報につき、原告近藤は、

反対尋間において、いわゆる団塊の世代が60歳 になるというテーマで新聞社か

らの取材を受けて、大学から現在までの経歴などを教え、これが記事になった

(近藤本人調書 12頁から13頁)と 供述している。

そこで、この情報も本人が公表している。

(3)甲 1号証 25頁で、大垣警察の発言として議事録に記載されている「弁護士法

人 「岐阜コラボ」が毎年 5月 3日 (憲法の日)に主宰する「西濃憲法集会」が

(開催された)」 との情報、及び同頁の 「西濃憲法集会では、原子力反対と戦争

反対を唱えている」との情報につき、原告近藤は、陳述書において、「西濃法律

事務所が中心となつて毎年取り組まれている「平和 。人権・民主主義を考える西

濃憲法集会」にスタッフとして関わるようになった。」 (甲 第 13号証 9頁の4か

ら2行 日)と 述べている。

さらに、原告近藤は、反対尋間において、西濃憲法集会の活動内容である原子

力反姑と戦争反対を記載した甲1号証 29頁、及び同42頁のような配布物を配

布したことがあること、甲1号証 42頁に記載された銀行日座が、原告近藤自身

のものであること (近藤本人調書 15頁 )を供述している。

そこで、「弁護士法人 「岐阜コラボ」が毎年 5月 3日 (憲法の日)に主宰する

「西濃憲法集会」が (開催された)」 との情報、及び 「西濃憲法集会では、原子

力反対と戦争反対を唱えている」との情報についても、原告らが自ら広報してい

る情報である。

(4)なお、甲 1号証 9頁で、大垣警察の発言として議事録に記載されている「やつ

かい」、「頭もいいし、喋りも上手である」、「事業も進まないことになりかねな

い」といった文言や、甲 1号証 25頁の 「一息ついた」、「本腰を入れそうであ

る」などの文言は、事実の適示ではなく、意見のたぐいである。

4 原告船田の供述について

(1)甲 1号証 19頁で、大垣警察の発言として議事録に記載されている「岐阜コラ

ボ法律事務所の事務局長である「船田仲子」」との情報につき、原告船田は、事

務所のホームページ等には、自分が事務局長であることを掲載されたことはない

(船 日本人調書 1頁から2頁 )と いう。

しかし、原告船田は、反対尋間について、事務局長の仕事について、「法律事

務所というのは意外に敷居が高くて、気軽に相談に来れない人たちがたくさんい

るので、一つは友の会に入つてらつしやるかたが気軽に来れるようにということ
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で、 (略)地域での事務所の広報活動とか、そういうのでなるべく距離を縮めら

れるようなふ うに努力はしていました」 (船日本人調書 9頁)と 述べている。

すると、少なくとも友の会の会員にとつて、弁護士ではなく比較的声をかけや

すい事務局員や事務局長が誰かという情報は、会員の大きな関心事であり、かつ、

必要不可欠な情報であるため、そのような最重要な情報が友の会の会誌に記載さ

れていなかつたことなどありえない。

また、事務局長や事務局員の交代の際には、それまで勤めていた事務局長や事

務局員が、お礼やお別れの言葉を会誌に投稿 し、新しく事務局長や事務局員にな

る者が今後の抱負を投稿することは、通常行われることである。

このように、友の会の会誌に事務局長や事務局員の交代の情報が記載されてい

たことは明らかである。

すると、少なくとも友の会の会誌に広報されているという意味で、公表された

情報であると評価すべきである。

(2)甲 1号証 19頁で、大垣警察の発言として議事録に記載されている「船円伸子

は気を病んでお り」との情報につき、原告船田は、主尋間において、「体調不良

のことも職場の中のことですので、家族と職場の人以外はそんな知らないと思い

ます」 (船田本人調書 4頁)と 供述する。

他方、原告船田は、反対尋問において、インターネット上で自身の情報発信を

したことがあるかについて質問されると、「ありますね。個人としてはあります」、

「ツインタ~を していたことはあります」 (船日本人調書 10頁)と 供述する。

そこで、尋問終了後、被告訴訟代理人弁護士が原告船田の供述内容を検証すべ

く、スマー トフオンで検索したところ、ツイッター内に原告船田のものと認めら

れるアカウントに係る投稿記事を確認することができた。

閲覧できた投稿記事の中で、原告船田が自身の体調や体調不良について記載さ

れた記事が、2014(平 成 26)年 2月 と同年4月 の 2件が確認できた (乙 1

-1、 乙 1-2、 乙 1-3、 乙 1-4、 乙 1-5)。

そこで、おそらく原告は失念していたのであろうが、当該議事録の作成 日付と

されている平成 26年 5月 26日 以前の同年 2月 と4月 の時点でも、原告船田自

身が、自らの体調や体調不良に関する情報をツインタ~で発信していたのである

から、これらの情報についても公知性を有しているといえる。
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第 2 原告らの指摘する各情報は、私事性や秘匿性が高くないこと

1 原告らは訴状で、議事録記載の内容は、私事性・秘匿性が高いものであり、これ

らの情報を収集又は提供した大垣警察の行為は、私生活秘匿権としてのプライバシ

ーを侵害すると主張する。

2 しかし、被告準備書面 (1)第 3の 1の (2)、 及び同 (2)第 1の (7)で も

述べたとおり、原告らが訴状に添付した議事録に記載されている情報については、

原告訴訟代理人である弁護士が、「本件で収集等された情報は、当事者が積極的に

配布したもの (新聞折り込みをしたチラシなど)や新聞紙上に掲載された記事から

のものや、市民活動歴など、概して私事性や秘匿性が高くないものが多く含まれて

いる。」 (日 本評論社平成 28年 11月 1日 発行法学セミナー『市民の政治的表現の

自由とプライバシー』 21頁)(乙 2)と 記載 しているように、原告らにおいても、

原告らの指摘する各事実は、私事性や秘匿性が高くないことを認めている。

3 また、上述の原告らの証言からも、それぞれが自らの活動を精力的に行い、報道

等を始めとして活動を積極的にアピールしていることが明らかになつており、原告

らが収集 。取得されたと主張する議事録記載の情報は、少なくともその収集・寡得

の時点では、社会一般の人々に知られていた情報であるということができる。

第 3 議事録作成者本人らの証言により、議事録の記載の正確性 。信憑性が深刻に損

なわれていること

1 加藤・玉田証人につき、

(1)加藤証人は、原告三輪及び原告松島について、「もう既に二輪さんと誰でした

っけ、松島さんは地元の自治会のかただつたので対応もしてましたし、名前も知

っておりました。」 (力日藤証人調書 30頁)と 、大垣署員との面談前から知つて

いた旨を供述している。

また、原告近藤については、「以前の職場で名前程度は矢日つておりました。」、

「ネット上で御本人様、出してるホームページがあるのを閲覧は日頃からしてま

した。」 (力日藤証人調書 30頁 )と 供述 しており、大垣署員との面談前から予備

知識を存していたことが明らかである。

同様に玉田証人も、議事録を作成する前にインターネットで検索するなどして

いた (玉 田証人調書 5頁、 11頁、 15頁、 17頁、 25頁 )と 証言しており、

本件議事録には、議事録作成以前からシーテック社がインターネット等で収集・

保有していた情報、又は議事録作成時にシーテック社がインターネット等から取
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得 した情報が盛 り込まれている可能性が十分存す る。

(2)さ らに、加藤証人は、本件議事録の内容 について、「それ玉田が書いた議事録

なので、多少ア レンジは してるところもあるかな とは思います。」 (力日藤証人調書

23頁)と 、本件議事録の作成者である玉田証人により、脚色をつけて議事録が

作成 されている可能性があると供述 している。

2 本件議事録の作成者である玉田証人 自身が、「メモ用紙 とかそ うい うのに走 り書

きで自分の覚 えられ る範 ちゆうでメモった」 (玉 田証人調書 16頁か ら 17頁 )と 、

あくまでも記憶の範囲内で走 り書き程度で しかメモ していなかった旨を供述 してお

り、議事録の内容は正確な記録に基づき作成 されたものではないといえる。

3 そ して、議事録 の表現方法についても、玉 田証人は、主尋問において、「そ うい

う雰囲気があつたので議事録に書いた」 (玉 田証人調書 7頁 )と 供述 している。

また、議事録 に 「過激な運動」 と表現 してあることに関 し、「具体的なものは分

か りませんが、そ うい う印象を得たので こ うい うふ うな表現に しただけです。」、

「全体で受けた印象 としてそ うい うふ うに思つたので僕がこうい うふ うに書きま し

た。」 (玉 田証人調書 8頁 )と 、あくまでも玉田証人が受け取つた個人的な印象や当

時のその場の雰囲気か ら表現 した旨を供述 している。

4 さらに、議事録の記載方針についても、玉 田証人は、反対尋間において、「会社

としてどうのこ うの とか上へ上げるにいろんなことがあつて、そ うい う意味でグル

ープ長 とか上席がいるので、そ うした中でここの表現が違 うよってい うことがあれ

ば、そこは修正 したもので最終的にグループ長が印鑑押 したものが名古屋へ行 くつ

てい う形。」 (玉 田証人調書 18頁か ら 19頁 )と 、会社の方針 を議事録に反映 させ

るため、上司の決裁段階で表現が修正 される旨を供述 している。

5 加 えて、議事録の記載内容についても、玉田証人は、裁判長か らの尋問において、

「それは うちの社内的なまとめであつて、議事録 自体が全部 1か ら10ま で大垣警

察署で話 したことを全部書いたわけじやな しに、 (中 略)今後 どうやつて進 めたい

かってい う私 どもの意向も含めて議事録 として作ってあ りますので。」 (玉 田証人調

書 25頁か ら26頁)と 、議事録は面談内容 を正確に記載 していない と明確 に述べ

ている。

6 上記のとお り、甲 1号証の各議事録は、「議事録」 とい う表題ではあるが、発言

の一字一句を忠実に記載 したものではなく、大垣警察の発言 とされる箇所 も、限 ら

れたメモや玉田証人 らが感 じた雰囲気や印象、シーテ ック社が調べたインターネ ッ

ト情報や資料等を加 えて、まずは原案が作成 され、その後、大垣署員 と面談を行つ
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ていない上司から、内容や表現についても会社の意向に沿うよう点検や添削等の修

正を受けて完成するものであることを、議事録作成者及びその上司自らが証言した

ものである。

7 すなわち、原告らは、「原告の訴状における主張 (請求原因事実)は、議事録に

記載されている事実とそこから合理的に推認できる事実に基づくものである。」(原

告第 2準備書面第 1の 2、 3頁)と してこれまで主張してきたが、上述のとおり、

そもそも議事録に記載されている事実、特に具体的発言内容についての正確性は、

議事録作成者及び同決裁者である玉田証人及び加藤証人両名の証言によつて、はつ

きりと否定されているのであるから、同議事録を唯―の論拠とする、原告らの主張

の大前提である議事録の記載の正確性・信憑性が、深刻に損なわれているというほ

か ′ょ

｀
い 。

第4 議事録で警察が提供したとされる情報には要保護性がないこと

1 被告準備書面 (1)第 2の 3の (2)、 及び同 (2)第 1の (7)で も述べたと

おり、原告らは、本件に関し、岐阜県警察職員を地方公務員法 (守秘義務)違反容

疑として岐阜地方検察庁に告発したため、本件については、既に、捜査対象として

司法的な審査を受けている。

2 その結果は、平成 27年 12月 14日 、岐阜地方検察庁により嫌疑なしとして、

不起訴とされており、報道によれば、当時の岐阜地方検察庁次席検事は、被告発人

が提供したとされる情報について、「地方公務員法上の秘密にあたらない」とのこ

とであり (乙 3)、 この点からも本件に関して違法行為はなく、その情報も広く社

会に知られた情報であつたことは明らかである。

すなわち、「議事録で警察が提供したとされる情報には要保護性がない」という

司法判断が下されている。

第 5 原告らの主張する各情報の取得 。所持は、損害を生じさせないこと

1 被告準備書面 (1)第 2及び第 3で述べたとお り、原告らに権利侵害自体が発生

していないことから、原告らに精神的損害が発生したとは認められない。

2 また、上述のとおり、原告三輪及び原告松島の風力発電事業に対する反対運勲や

ゴルフ場建設反対運動は、自身が発信しながら活動している、又は発信していたも

のであるとの供述が得られているところ、これら情報を取得・所持されたと主張し

ても、原告三輪及び原告松島に何らの精神的苦痛が生じることなどありえない。
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3 さらに、原告三輪及び原告松島が友の会の役員であったとの情報も、単に友好団
体の役員となってぃたという内本でぁり、同人らの社会的地位等につき何らの評価
も与えるものではないことから、原告三輪及び原告松島に何らの精神的苦痛が生じ
ることなどありえない。

4 原告近藤の経歴についても、これまでの自身の人生について、自ら記者に語ちて
新聞記事になったょぅに、同人において、広報により拡散しても構わないと判断さ
れたものである。

徳山ダム建設反対やその余の活動も、自身がそのような活動をしてぃることを世
間に知って欲 しいとして、積極的に公表 しているのであるから、この情報を取得・
所持されたと主張しているが、原告に何らの精神的苦痛が生じることなどありえな

5 原告船田についても、事務局長 となったことは、本人がい うところの 「敷居 を下
げる」ため積極的にアピールすることはあっても、そもそも秘匿 しなければな らな
い情報ではなく、体調がょくないことも、前述の とお り、自身で広 く情報発信 を し
ていたものと認められ るのであるか ら、これ らのことが知 られることで、精神的苦
痛があったものとは認められない。

6 本件後につき、原告三輪は、裁判官の尋間において、「具体的にあなたの 日常生
活で変わったこととか、そ ぅいったことはぁ りま したか」 との問いに対 し、 「い
や、これって したゃつはあ りません」 (三輪本人調書 18買 )と 、明確に供述 して
いる。

また、原告松島は、主尋間において、「この報道後に、あなたの身の回 りで何か
変わったことはぁ りま したか」 との問いに対 し、 「寺の修理を依頼 した左官屋が、
見知 らぬ人物か ら寺の訪問理 由などを聞かれた」 (松 島本人調書 8頁)旨 を証言 し
ていたが、現時点で、かかる主張は全 くされてお らず、具体的内容 も不明であ り、
質問者が警察官だと特定できる根拠 も何 ら提出されていない。

原告近藤及び原告船 日も、尋間において、新聞報道の前後で生活上の不利益を被
つたことには一切触れていない。

7 加 えて、原告 らが供述す る、警察によって 「人格を曲げられた」、「監視 された」、
「メールを盗んで見 られた !な どの主張は、議事録か ら想像をめぐらせた単なる推
測の領域に過ぎず、これまでも何 ら客観的事実か ら立証 されていない。

以上のことか らも、原告が主張するような損害は生 じてぃないことは明 らかであ
る。

い 。
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8 なお、原告らは尋問において、警察があたかも原告らの情報を歪曲して提供した

かのごとく尋問をしているが、そもそも原告らの訴囚請求は、原告らの私的な事実

や思想信条を推認する情報を、被告が取得 。所持・提供 したことが違法であると述

べているのみであり、情報を歪曲して提供したことが違法であるとは全く主張して

いないことから、万が一、最終準備書面以降に、かかる主張が加えられた場合には、

時期に遅れた攻撃防御方法の提出として、認められてはならないことを付記する。

第 6 結語

以上のとおり、被告が情報を取得・所持したとされることに関する具体的な違法行

為は全く主張されておらず、また、議事録記載の情報は、原告らにおいて発信 した情

報であり、さらに、権利侵害も全く生じないことから、原告らの主張は、そもそも主

張自体失当というよりほかなく、本件各請求は、速やかに棄去「されるべきである。

以上
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乙 1

-3

スマー トフォン

での原告船田のツ

イ ッター画面

写 不明

(検索 日

R3.10.14)

原告船田 原告船 田がツイ ンタ~

を用いて、自身の健康状

態を発信 していた事実。

乙 1

-4

スマー トフオン

での原告船田のツ

イ ッター画面

写 H26.4.18

(検索 日

R3.10.14)

原告船田 原告船 田がツイッター

を用いて、自身の健康状

態を発信 していた事実。

乙 1

-5

スマー トフォン

での原告船田のツ

イ ンタ~画面

写 H26.2.27

(検索 日

R3.10.14)

原告船田 原告船 田がツイ ンタ~

を用いて、自身の健康状

態を発信 していた事実。

乙 2 法 学 セ ミナ ー

2016年 11月 号

(抜粋 20ページ

から23ページ

と表紙 )

写 H28。 11.1 日本評論社

(執筆部分

原告 ら代理

人 )

原告 らも、本件の情報

イよ、 当事者が積極的イこ酉己

布 したもの、新聞紙上に

掲載 された記事か らのも

の、市民活動歴など、概

して私事性や秘匿性が高

くないものが多 く含まれ

ている、 と理解 している

事実。

乙 3 朝日新聞(抜粋) 写 H27.12。 16 朝 日新聞社 「議事録で警察が提供

したとされる情報には要

保護性がない」 とい う司

法判断が下されている事

実。


